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令和元年９月定例会 一般質問（概要） 

令和元年 10月８日（火） 

質問者：うるま 譲司議員 

 

 

１ パチンコ営業の枠組みに対する地方税の創設等について 

 （１）平成２６年度大阪府市の要望書について 

 



2 

 

パネルをご覧ください。大阪府・大阪市は、平成２６年に当時の知事、市長の連名でパチンコ課

税に関する要望書を国に提出しています。 

要望書の趣旨は、カジノ施設の納付金制度との公平性も踏まえ、パチンコ営業の枠組みに対して、

地方税の創設や納付金制度の整備を求めるものです。 

ＩＲ、いわゆるカジノを含む統合型リゾートでありますが、ＩＲ整備法が昨年成立し、納付金制

度等の課されたカジノ施設と、課税や納付金制度等の無いパチンコ営業との不公平性が明らかにな

ったところですが、今後も国に対して、同じスタンスで要望し続けるのか、現在の要望状況につい

て、財務部長の所見を伺います。 

 

（財務部長答弁） 

○ お示しのとおり、平成２６年当時は、自民党内において、法人実効税率引下げの代替財源と

して、パチンコ営業の枠組みに対する税の創設議論があったため、その収入については地方の自

主財源に充てるべきとの要望を行った。 

○ その際、ＩＲ事業者からの納付金制度の導入が検討されていたことから、公平性の確保につ

いても、国に求めたもの。 

○ 現在、こうした議論が見送られたことから、同様の要望を行う予定はないが、地方の自主財

源の充実については、毎年、国へ要望しており、今後も引き続き要望していく。 

 

 （２）IR 事業者が徴収される納付金制度との公平性について 

パネルをご覧ください。この要望書では自民党内の法人実効税率引下げ代替財源の議論があろ

うがなかろうが、当時、納付金制度等が課されるカジノ施設と、課税や納付金制度等の無いパチ

ンコ営業との間に不公平があると主張していますが、現状においては、吉村知事も不公平がある

と思われているのでしょうか？ 

また不公平があると思われているのなら、公平性を求めて、引き続きパチンコ営業に関する地

方税や納付金などの制度の整備を国に要望し続けていくべきだと思いますが如何でしょうか、併

せて知事にお伺いします。 

 

（知事答弁） 

○ カジノ施設を含む特定複合観光施設と、パチンコ営業の枠組みに、それぞれどのような法制

上の措置が必要かは、一義的には、国において検討されるもの。 

○ 現在、国においてパチンコ営業の枠組みに対する地方税等の創設について、具体的な検討は

行われていないようだが、地方の自主財源の充実については、今後とも、機をとらえて、国へ要

望を続けていく。 

 

２ MICE の概要と IR に対する府民理解の促進 

 （１）IR のメリットの府民理解について 

次の項目に移ります。 
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大阪観光局の溝畑局長が昨年の維新の会府議団の勉強会で「この２０年、日本に展示機能１０万

㎡、会議機能１００００席の会場がないことで、様々なイベントや展示会、会議などを他のアジア

諸国に取られている。ＩＲでそれらを取っていきたい。」旨の発言をされていました。 

 

 
 

 私はＩＲ誘致でカジノの収益を目的とするよりも、カジノによって維持される世界最大級・最高

級の施設によって、大阪が産業・学術・文化・スポーツ振興の中心となっていくことが重要である

と思います。本年２月に大阪ＩＲ基本構想（案）が公表されたところですが、実際ＩＲによって大

阪に世界最大級・最高級の施設が来ることを想定しているでしょうか。 
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さらに、ＩＲ施設でのイベントはカジノの上客がそのままイベントの上客になることで、大きく

て強力なイベントを行うことができます。 

 

 
 

 例えば音楽では、ＩＲ事業者の運営するホテルにある世界最大級のナイトクラブでは、皆様も街

中で耳にするような、世界のトップミュージシャンが毎晩、報酬数千万円でナイトライブを演出し

ています。 

 また、スポーツにおいては、ラスベガスのＩＲ事業者による新アリーナ建設をきっかけに、アイ
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スホッケーNHL のチームが、昨年、創設 1年目でリーグ最高峰のスタンレーカップファイナルに進

出、ラスベガスがアイスホッケーの中心となりました。 

また同じくラスベガスのＩＲ事業者の所有するアリーナでは、たった 1試合のファイトマネーが

数百億円以上のボクシングの対戦等、世界の注目する格闘技の興業もなされています。 

 

 
 

シンガポールでも、ＩＲの開業後、外国人旅行者数や外国人旅行消費額、国際会議開催件数等が

増加し、政策として効果がでているとお聞きします。 

 このようなＩＲのプラスの効果を府民に具体的に示すことで、より府民理解が深まると思います

が如何でしょうか、以上、IR推進局長にお伺いします。 

 

（IR推進局長答弁） 

○ 大阪ＩＲ基本構想（案）では、ＭＩＣＥ施設について、最大会議室収容人数６千人以上で１

万２千人規模の会議に対応できる国際会議場、10万㎡以上の展示面積を有する展示場が一体的に

配置され、世界水準の競争力を備えた日本最大の複合ＭＩＣＥ施設を整備することとしている。 

○ ＩＲ立地による効果として、来訪者の増加に伴う、モノやサービスへの幅広い新たな需要の

増加による経済波及効果、ＭＩＣＥ推進により新たな産業の創出・振興、大阪・関西における都

市の魅力と国際競争力の向上などを期待している。 

○ ＩＲの誘致にあたっては地域の合意形成が重要であることから、地域経済への貢献や我が国

を代表する魅力的な複合施設となることなどＩＲのプラスの効果について、多様な広報ツールを

活用するとともに、きめ細かく丁寧な情報発信を行うことで、府民の理解促進を図っていく。 

 

３ 外国企業等を大阪へ誘致するメリット 

 （１）外国企業等誘致メリット 

次の項目に移ります。 
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ＩＲ誘致と絡んで、大阪に応募する事業者の多くが外資系企業であることもあり、大阪の利益を

海外に持ってかれるんじゃないかというご懸念を府民の皆さまからよくお聞きします。外資系企業

というとハゲタカファンドの話や、府でのＯＴＫ（大阪府都市開発）株売却の件、そして最近では、

ルノーとの提携で外資系企業となった日産のゴーンさんのニュースなど、ネガティブな印象を持っ

た方が多いと感じています。 

 とはいえ、海外からわざわざ来て日本で商売やったろうというのだから、基本的にその事業は生

産性の高い、府民にとって有益な事業であることが多く、実際、私たちの身の回りではマクドナル

ドやコカコーラ、ＵＳＪにアップルのＩＰＡＤなど、あらゆるところで外資系企業が提供する様々

な商品やサービスに接しており、暮らしに豊かさを感じさせる不可欠な存在となっているのも事実

です。 

 大阪府では、以前から特区の活用や優遇税制、補助金、さらには関係団体と連携した取組などに

より、外資系企業の誘致に積極的に取り組んでいるとお聞きしていますが、このような府民の声も

ふまえ、外資系企業の大阪進出が地域経済に与える影響について、どのように考えているのか、商

工労働部長にお伺いします。 

 

（商工労働部長答弁） 

〇 外国企業等の誘致については、大阪で事業を営み、成長させ、利益を獲得していくという持

続的な企業経営を目的とする外国企業の進出や投資を中心に呼び込みを行っている。 

○  外国企業等の進出や投資については、議員ご指摘のようなリスクを注視する必要はあるが、

府内資産（アセット）が増加するだけでなく、府内中小企業にとっても、外国企業からの投資受

入や業務提携などを行うことにより、海外市場のニーズを踏まえた製品・技術開発や、提携先ネ

ットワーク・外国人材の活用、特に市場が拡大しているアジアへの販路拡大など、府内中小企業

の新たなビジネス機会の創出が期待できる。 
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〇 これらに加え、グローバルな経営ノウハウや優れた技術・人材など高度な経営資源が大阪へ

もたらされ、大阪産業の生産性の向上やイノベーションの創出を引き起こし、ひいては府内総生

産（ＧＲＰ）を押し上げ、新たな税収や雇用を生みだすなど、大阪経済全体の活性化に繋がるも

のと考えている。 

〇 今後、議員ご指摘の点に留意しつつ、国内市場が縮小していく中、外国企業等の進出促進や

外国企業とのビジネス連携を通じた府内中小企業のグローバル展開を支援することにより、大阪

産業・経済の力強い成長につなげていく。 

 

 （２）外国企業等誘致の取組み 

外国企業等の大阪への進出のみならず、府内中小企業との事業提携など、多様なビジネス面での

連携を通して府内中小企業のグローバル化を図ることにより、大阪産業の力強い成長につなげてい

くということですが、外国企業の誘致や府内中小企業との連携を進めていくために、具体的にどの

ような取組を行っていくのでしょうか、商工労働部長にお伺いします。   

 

（商工労働部長答弁） 

〇 外国企業等の誘致の取組については、平成 13 年に大阪府、大阪市、大阪商工会議所で設置

した大阪外国企業誘致センター（Ｏ－ＢＩＣ）を通じて、ジェトロとの連携による国内外での大

阪の投資魅力の発信や、大阪への進出や投資にかかる外国企業の相談にワンストップで対応して

いる。 

○  また、外国企業と府内中小企業との多様なビジネス面での連携を促していくため、国際ビジ

ネス支援を柱の一つに掲げ本年４月に発足した大阪産業局を中心として、外国企業と府内中小企

業とのマッチング促進に取り組んでいる。 

〇 大阪府としては、海外政府機関等との間で、双方の中小企業のビジネス交流促進に向けた覚

書締結による連携・協力関係の構築を図るなど、府内中小企業が海外でビジネスを行いやすい環

境づくりを進め、中小企業のグローバル展開がもたらす活力が大阪の経済成長をさらに押し上げ

ていけるよう、取り組んでいく。 

 

 

【要望】 

 部長のご答弁から大阪が発展し、世界の都市間競争に打ち勝つには、外資系企業の進出や投

資の促進が必要なことがよくわかりました。 

 とはいえ、アジア近隣諸国と比べての、高い人件費そして、圧倒的に高い法人税率等、様々

なハンデがある中で、外資系企業に来てもらうためには、外資系企業の経営者のみならず、そ

こで働く外国人社員たちにも大阪が魅力ある都市となるようにすることが大切です。 

 例えば、外国企業で働く外国人社員が家族と一緒に大阪で安心して暮らせるような外国人向

け学校や教育施設を増やすなど、都市の利便性を向上させていくことも大切でしょうし、多様

性を尊重した法的整備や価値観の醸成も必要です。 
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 そして何よりも大切なのは、Ｇ20、万博、ＩＲ等、大阪府の国際都市としてのプレゼンスを

高めていくことであり、プレゼンスを高めていくためには大阪市と大阪府の広域発信力を一元

化した力強い発信力を持つ大阪都、及び、大阪都知事が必要であると、改めて感じた次第です。 

 

４ IR 事業者選定に関わる指針及び公職者等要望への対応 

 （１）事業者対応等指針改正の趣旨、対象者、記録、公表手続 

次の項目に移ります。 

 
 

現在、関西電力の原発の 1兆円規模の事業に絡んだ金品受領問題が報道されているところであり

ますが、大阪府が現在誘致を行っておりますＩＲも事業者の投資規模が約 1兆円近くあるといわれ
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ており、誘致、推進においては、厳格な公平・公正性、透明性が求められているところであります。 

大阪府のＩＲ推進局では、事業者との対応ルールについて定めた事業者等対応指針の遵守を局職

員に求めており、平成３０年７月には議員などの公職者からの要望、いわゆる口利き、等の記録に

関するルールを追加する事業者対応等指針の改正を行ったとお聞きしております。 

その改正に至った趣旨と、対象となる公職者に知事も含まれるのか、また、具体的な記録・公表

手続きについてＩＲ推進局長にお伺いします。 

 

（IR推進局長答弁） 

○ 大きな投資を伴うＩＲの誘致という業務の特殊性に鑑み、ＩＲ事業者の選定に関する業務に 

関し、公平性・公正性を確保する観点から、平成２９年５月にＩＲ推進局職員に適用される事業 

者対応等指針策定した。 

○ さらに平成３０年７月には、ＩＲ整備法の成立を受けて、事業者対応のより一層の厳格化を 

図るため、「公職者等から、ＩＲ事業者の公募、選定に関し、特定のＩＲ事業者に係る要望等を 

受けた場合には、所定の様式に記録・保存するとともに、その一覧表を定期的に公表する」等の 

改正を行ったところ。 

○ 具体的には、公職者等から特定の事業者にかかる要望・要請としてＩＲ推進局職員に何らか 

の対応を求める行為があった場合、その内容を記録のうえ、後日、ホームページで「対応日、公 

職者等氏名、案件名」を定期的に公表することとしている。 

○ また「公職者等」とは国会議員や地方議会議員をはじめ、特別職の公務員等も含まれる。 

○ 本指針の遵守を徹底し、今後も事業者選定に関する業務の公平性・公正性の確保に努めて 

いく。 

 

 （２）大阪市における公職者・市民等からの「要望等記録制度」の意義等 

そもそも、公職者からの要望に関する記録と公開に関しては、平成 24 年 2 月議会における我が

会派の今井豊議員による代表質問で取り上げておりまして、議員・議会側自らで決めてもらうとい

うのが当時の松井知事の行政側としての回答であったはずです。ただいまＩＲ推進局長からお聞き

したような「業務の特殊性と公平・公正性」の理由で、議員や議会に諮らず、行政側で自ら決めら

れるのであれば、ＩＲ推進局以外の他部局についても行う可能性が出てきたということになると思

います。 

この取組みを全部局について行うとすると、職員の負担が増大し、業務に支障をきたすのではな

いかという懸念がある一方で、府政運営の公正性が高まるとの期待もあります。現状、大阪市では

全部局にわたって、公職者からの要望を内容毎に類型化して件数が公開されているところです。 

大阪市の「要望等記録制度」は、平成 18年から導入され、平成 24 年にその運用が厳格化された

と聞いていますが、この制度の意義や実際の職員負担についてはどう思われるのか、この間、大阪

市に在籍しておられた田中副知事にお伺いします。 
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（田中副知事 答弁） 

○ 議員お示しの大阪市の「要望等記録制度」は、市政への信頼性の向上に資するため、市民、

団体等から寄せられた要望等の件数や概要を定期的に公表するものであり、これには議員等公職

者からの要望等も含まれる。 

○ この制度により公表されている要望等の件数は、平成 30 年度では、23,894 件、このうち公

職者からの要望等は 432件であった。 

○ 本制度については、記録や公表などの事務は発生するものの、市政の透明性や公正性の観点

からは意義があったものと考えている。 

 

（感想） 

 公職者の要望の公表に関しては、どのような制度が望ましいか、議会としても議論を深め、職員

の業務負担の増大にならない範囲で制度設計を行い、大阪市と同様の基準の外部や公職者からの要

望件数の全部局インターネット公開を行うべきであると考えております。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 

５ 民間にできることは民間に 

 （１）大阪国際空港のコンセッション 

次の項目に移ります。 

大阪府や大阪市では現在、「民間にできることは民間に」ということで、万博記念公園や、大阪

城公園のパークマネジメント、公募校長や大阪メトロなど様々に政策が進められ、管理運営期間の

長さや、運営の自由度、そしてリスク対策など、議論されておりますが、そのはしりは私の地元の

大阪国際空港ではないかと思います。 

空港周辺には、今も航空機騒音などに悩まされる住民の方々が多数おられ、環境改善に向けた努
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力が払われる一方、より効果的な空港運営を目指し、平成 28年 4月より、関西国際空港と一体で、

民間の事業者に一定期間、運営権を移す、いわゆるコンセッションが行われました。 

 

 
 

その実現にあたっては、大阪府としても、最大株主であった、ターミナル会社の保有株式を手放

すことで権利関係を整理し、空港とターミナルの一体化に寄与してコンセッションに繋げたとお聞

きしております。 

 

一方、４４年の超長期にわたる運営権の設定が必要となったことから、災害発生時の費用負担ル

ールや、保険への加入義務、履行保証金の支払い、さらには、環境改善への持続的な取組み等、様々

な義務も明確にされるなど、我が国における独立採算型 PFI の先駆的事例となっています。
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このような自治体の協力や制度上の工夫により、コンセッションが成立し、民間運営が始まった

わけですが、私自身も、昨今、家族と一緒に、空港へ食事などで出かける機会が増えるなど、単に

飛行機利用者のためだけではない施設へと変わってきたと感じています。私と私の息子が写ってお

ります、パネルの屋上展望台デッキは入場者数がコンセッション後、4割増えたともお聞きしてい

ます。 

 
 

民間運営が始まって３年半が経過した、このような大阪国際空港について、府として、今般のコ

ンセッションの意義や効果をどう捉えているのか、政策企画部長にお伺いします。 
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（政策企画部長答弁） 

○ 大阪国際空港のコンセッションについては、運営権者である関西エアポート社の経営責任の 

下、料金設定や設備投資などを原則自由とすることで、経営の自主性や創意工夫が発揮されやす 

い仕組みとなっている。 

○ コンセッション３年目となる昨年度は、旅客数が対前年比４パーセント増と３年連続で増加。 

また、ターミナルを改修し、魅力ある商業店舗の誘致、施設整備を行うことで、地域のにぎわい 

施設として人気を高めている。こうした面からも、民営化の効果があらわれつつあると認識。 

○ 府としては、今後とも、環境との調和を重視しつつ、民間運営の良さが最大限活かされるよ 

う、大阪国際空港の運営を支えていく。 

 

 （２）服部緑地の新たな指定管理者制度 

私の地元豊中市の西側に位置する大阪国際空港と同じく、私の地元の東側に位置する服部緑地に

ついても新たな管理運営制度の導入が検討されているとお聞きしています。 
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7 月 29 日には知事も服部緑地を視察され「非常に潜在力がある公園だと再認識した」との感想

を述べておられ、私も服部緑地は非常にポテンシャルの高い公園だと思っておりまして、新たな管

理運営制度の導入によって、さらに魅力あふれる素晴らしい公園になってくれることを期待してい

ます。 

そこで、新たな管理運営制度の導入についての検討状況や、検討中の服部緑地をはじめとする府

営公園の指定期間、想定される効果について、都市整備部長にお伺いします。 
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（都市整備部長答弁） 

○ 服部緑地は、毎年 700万人ほどの来園者があり、駐車場や有料施設などの収入も府営公園の

中では最も多く、昨年度、府が実施した、サウンディング型市場調査でも、多くの企業・団体か

ら事業参入を希望する声があった。 

○ 現在、服部緑地を含め、府営 18 公園を対象に「事前事業提案募集」を実施し、新たな管理

運営制度の導入に向けて、民間企業や団体から提案を募集しているところ。この「事前事業提案

募集」では、想定する新たな管理運営制度として、指定期間を最大 20 年へと長期化する枠組み

を示している。 

○ 指定期間を長期化することの効果としては、民間投資の回収期間を確保できることから、指

定管理者の積極的な投資が期待できる。具体的には、飲食施設や遊戯施設などの新たな賑わい施

設の導入や既存施設の改修が可能となる。 

 さらに、これにあわせた、イベント等のソフト事業を戦略的・継続的に実施することで相乗効果

が高まり、公園の魅力が向上するものと考えている。 

 

 
 

６ 大阪メトロ、バス民営化による大阪市域外への経営拡大 

 （１）バスの市域外への路線拡大 

次の項目に移ります。 

大阪市営地下鉄、バスが平成 30 年４月に民営化され、大阪メトロが設立されたことから、大阪

市営時と比べると様々なことに取組んで行けるようになったと考えております。 

まず、大阪メトロのグループ会社となった、大阪シティバス㈱についてお伺いします。大阪府域

と人口、面積が同じぐらいであるロンドンでは、24 時間のバスが中心部からロンドンの隅々にま

で広域的にネットワーク形成されており、同様の運行が大阪でもできれば、利用者にとっての利便

性の向上が期待されます。 
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平成 29年 1月の「バス事業の民営化プラン（案）」では、民営化後の経営方針として、路線の維

持・サービス向上の一つとして、他バス事業者との共同運行など、市域外への路線拡大の検討を進

めていく」としていますが、現在の状況について都市整備部長にお伺いします。 

 

 
（都市整備部長答弁） 

○ 大阪シティバス株式会社をグループ会社に持つ Osaka Metroにおいて、平成 30年 7月、31 

年 4月に中期経営計画が策定・改訂されたところ。 

それに基づき、大阪市域にとらわれることなく、空港リムジンバスの運行、都心と市外近隣

を結ぶ路線の一部に深夜バスを新たに導入するなどのサービス拡充に向けた検討が進められて

いると聞いている。 

○ 今後、地元市町村やバス事業者の意向を踏まえ、必要に応じ協力を行っていく。 

 

【要望】 

次に、大阪メトロの地下鉄事業について要望します。 

江坂から千里中央まで運行されております北大阪急行線は、1970 年万博前に会場輸送として計

画されたものの、当時大阪市域外への経営拡大に消極的だった大阪市営地下鉄にそでにされ、阪急

電鉄主導で事業が進められ、大阪府も 25パーセント株主となっております。 

パネルの通り、市域外への経営拡大も可能となった大阪メトロ御堂筋線が北大阪 

急行線と業務提携なり買収なりで運行が一元化されれば、現在、江坂を境に加算されている初乗運

賃が解消され、利用者にとっては大きなメリットがあります。実現にあたっては、採算性など鉄道

事業者の経営上の判断や双方の合意が必要であるため、極めてハードルが高いことは理解していま

すが、大阪の成長戦略のためにも、北大阪急行電鉄株式会社の 25 パーセント株主の大阪府におか

れましては、ぜひとも実現にされるようお願いいたします。 
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 （２）北大阪急行の夜間増発・終電延長 

パネルをご覧ください。平成 25 年３月に当時の大阪市営地下鉄御堂筋線の新大阪駅着最終電車

の時間延長が行われましたが、その先の千里中央駅までの時間延長は行われず、現在もその状況に

変化はなく、地元の方からは終電が早いなどの声もあり、千里中央地区と大阪都心部との利便性に

は課題があるものと認識しております。 

令和５年度には、北大阪急行が延伸される予定であり、これにより利便性は高まるものの、更な

る利便性向上を図るためにも、私が予てより要望している、北大阪急行の夜間時間帯の増発及び終

電延長を、北大阪急行の延伸にあわせて実現する必要があると考えますが、都市整備部長に所見を

お伺いします。 

 

（都市整備部長答弁） 

○ 北大阪急行の夜間時間帯の増発と最終電車の延長は、利用者にとって利便性が向上するもの

と考える。 

○ その一方で、北大阪急行電鉄株式会社からは、 

・相互乗り入れを行う、Osaka Metro を運行する大阪市高速電気軌道株式会社との調整・運行の

安全性を保つための保線作業時間と労働力の確保 

・増発と延長に伴うコストの増加 

などの課題があり、北大阪急行の延伸にあわせ、運行計画の研究を進めていく、と聞いている。 

○ これらの課題を踏まえ、実施にあたっては、鉄道事業者である北大阪急行電鉄株式会社が判

断することになるため、本府としては、引き続き、北大阪急行の延伸事業の推進を図りつつ、鉄

道事業者において総合的に判断されるよう促してまいる。 
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7 働く 10 代の府民税実質ゼロ 

 

最後に一つ要望いたします。 

  大学の無償化で、ご家庭の収入が理由で大学に行けなかった子が行けるようになるのは素晴ら

しいことですが、一方で、その制度があっても大学に行かず、又は、行けず、若くして働き納税し

ている子どもたちもいます。大学の無償化により、大学 4年間で、大学生に最大 240万円、税が投

入される一方、無償化の恩恵を受けず、働き納税する子供がいるということになります。これは高

校でも同様です。 

 

そもそも教育の無償化は子どもたちへの支援ということでありますが、教育の無償化の恩恵を受

けない、高校・大学に行かず若くして働く、特に 10 代の子供たちについては、給付を行うなどし

て、府民税を実質免除できないでしょうか。 

 

住民税については、一般には所得 35 万円以下が非課税のところ、未成年者については、そもそ

も生活基盤が安定しないと考えられていることから、所得 125 万円以下は非課税とされています。

大学、高等教育の無償化に合わせ、実質的に、現状の非課税制度を大阪府が先鞭をつける形で拡大

することとなります。 

 

生産者年齢人口の増加にもつながります。財源は来年より始まる国の教育無償化によって浮いた

大阪府の私学無償化分で補うべきです。 

 

また、大阪で行ってきた私学無償化が子供たちへの支援のみならず、公私間の切磋琢磨がおこり

大阪の高等学校の教育力向上につながったように、（自ら学んで）働くことと高校・大学に行くこ

とが、「世の中で活躍する人材の輩出」という目的のもとで切磋琢磨することで、「世の中で活躍す

る人材の輩出力」の向上につながるのではないかとも思います。現状、特に大学については、大学

が単なる卒業資格を得るためのものであり、大学に通学することの意味について多くの方が疑問を

持っているところです。 

 

今は学校に行かずとも ICT機器があれば、大学教授並みの知識集約者がそばにいてなんでも答え、

教えてくれ、またソーシャルな電子ネットワーク上の様々な交流を通じて豊かな人間形成をはぐく

むこともできる状況になっています。世界中の方々が学校という教育環境が無くても、スマートに

学び、育つことのできる状況になっています。世界の都市間競争が激化する時代において、まさに

大阪の子供たちはその方々と競争していくことになります。高校・大学には ICT機器と切磋琢磨し

てもらい世の中で活躍する人材の輩出力の向上を図ってもらいたいとおもいます。 


